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目的 
 

相模原市の地域経済を支える事業者は様々な経営上の問題点を抱えている。事業の継続的

な発展のためには、これらの問題点を解決していく必要がある。 

本景気観測調査では、特別調査として、「政策金利の引上げについて」、「令和６年度の採用状

況について」のアンケート調査を実施する。収集した情報は、事業者に提供するだけでなく、当所

としても事業者に対する効果的な支援策の立案に役立てるものである。 

 

アンケート調査概要 

調査期間 令和７年４月～令和７年６月 

調査対象 当所会員中小企業３，６１３事業所 

回答者数 ７７０件 回答率 ２０．９％ 

 

回答者の属性 

業種別 

製造業, 

212

建設業, 

139
小売業・卸売業, 

98

飲食業・サービス業, 

274

その他の業種, 47

 
 

業種（細分類） 回答数 回答割合

製造業 212 27.5%

建設業 139 18.1%

小売業・卸売業 98 12.7%

卸売業 35 4.5%

小売業 63 8.2%

飲食業・サービス業 274 35.6%

飲食業 33 4.3%

運輸業 36 4.7%

情報通信業 13 1.7%

不動産業 38 4.9%

生活関連サービス業 29 3.8%

専門・技術サービス業 58 7.5%

その他のサービス業 67 8.7%

その他の業種 47 6.1%

合計 770 100.0%  
 

 景気観測調査 特別調査 
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会社組織 

          
 

代表者の年齢 

   
 

資本金額 

   
 

従業員数 

 
 

景気観測調査 特別調査 
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日本銀行は２０２４年３月にマイナス金利政策を解除、同年７月と今年１月には追加利上げ

を決定し、短期金利の誘導目標は０．５％まで引き上げられました。そこで、政策金利の引上げ

について会員事業所の皆様の対応状況を調査しました。 

 

Ｉ．単純集計 
 

① 政策金利の引上げが貴社の業績に与える影響について（n=770） 
 

１.メリットの方が大きい, 16

２.デメリットの方が

大きい, 204

３.メリットと

デメリットは

同程度, 80

４.メリットも

デメリットも

ない, 181

５.分からない, 

252

６.その他, 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 

製造業 設備での借り入れに影響。 

製造業 販売価格の低下。 

製造業 銀行からの借入金の返済利息が上がってきています。 

製造業 借入金利は上がってしまいますが、為替が円高に振れるのであれば輸入仕

入は下がるかもしれません。 

建設業 設備が老朽化してきているので借り入れを予定している。 

建設業 金利上昇に伴う返済金額のＵＰと長期借り入れの返済計画。 

小売業・卸売業 前回同様悪化状態続く。 

小売業・卸売業 輸出入に直接関わる部分が少ない。 
飲食業・サービス業 労働力不足の中、労働環境の改善を進めることが運賃の引き上げと共に急

務であるが、労働環境の改善に充てる資金の調達が難しくなる。 
飲食業・サービス業 負担は大きくなります。 

飲食業・サービス業 融資が引きにくくなり、現金を投入するしかない。 
飲食業・サービス業 借り入れが難しくなる。 
飲食業・サービス業 借りていない。 

飲食業・サービス業 新規事業をやりにくい。 
飲食業・サービス業 障害者施設では、あまり関係ない。 
飲食業・サービス業 資金繰りが必要になったとき、かなり悪影響が出る。 

 
 

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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② ①で選択肢１～３と回答した場合、具体的な影響について（n=300、複数回答可） 
 

＜メリットについて＞ 

１.自社の預貯金の

金利上昇, 57

２.自社の投資

利回り上昇, 

24

３.行き過ぎた円安に一定

の歯止めがかかり、輸入

コストが減少, 43

４.個人の

消費マイ

ンド改善, 

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
 

＜デメリットについて＞ 

５.自社の借入金の

金利上昇, 209
６.社債や株式等の資金調達環

境の悪化, 302

７.急激な円高やそれに伴う輸出額減少, 27

８.取引先の投資マインド悪化, 37

９.個人の消費マインド

悪化, 76

10.その他, 

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 

「その他」の回答の内容 
製造業 電子手形の割引手数料の上昇 

製造業 利上げは物価上昇に対する一定の抑制効果があると期待するが、過度の利上げは景気にとって

ブレーキになりかねない。（当社は今のところ借入が無いので金利負担の影響はないが、下期に

予定している投資があるので、それ以降の資金繰りに注視する。） 

製造業 銀行の反応や対応がにぶい（借入れ）。 

建設業 住宅ローン金利の値上げで住宅購入する人が減り、よって着工数も減る。 
飲食業・サービス業 優先株の配当利回りを上昇させる必要がでてくる。 
飲食業・サービス業 総合的影響で物価上昇⇒テナント売上増加⇒賃料増。 
飲食業・サービス業 銀行のサービスの変更。振込手数料など小さな出金に変更が出てきた。 
飲食業・サービス業 政策金利の引上げに伴い、資金調達コストや企業の投資マインドに一定の影響が出て、当社に

は直接的な金利支払の比重は大きくないものの、以下の点で間接的な影響を受けると考えて

います。まず、主要な派遣先である製造業企業においては、金利上昇により新規投資や設備更

新が慎重になる傾向が強まる可能性があります。それに伴い、人材需要にもブレーキがかか

り、一部では派遣契約の縮小や期間短縮の動きも見られるかもしれません。次に、物価上昇と

金利上昇が重なることで、スタッフの生活コストが増大し、賃金水準への期待値も高まってき

ます。当社としては、スタッフ確保・定着を図るための待遇改善や支援策の強化が求められ、そ

れに伴うコスト増が業績を圧迫する要因となります。総じて、政策金利の引上げは、当社にとっ

て業績への「ややマイナス要因」ではあるが、柔軟な対応と体制強化によって乗り越え可能な範

囲と認識しております。 

 

 

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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③ ②で選択肢５と回答した場合、現在までの借入金利の上昇に伴って行っている対応に

ついて（n=209、複数回答可） 
 

１.特に対策は行っていない, 123

２.借入

金の繰

上げ返

済, 21

３.新規借入

の縮小・取

りやめ, 41

４.借入を行う銀行の変更（金利の低い銀行を選択）, 21

５.製品・サービス価格へ

の転嫁, 16

６.新製品開発や販路開拓など

による収益向上, 13

７.予定していた設備投資計

画の縮小・延期・中止, 15

８.新製品・新サービスの研究

開発の縮小・延期・中止, 5

９.賃上げの見送り・縮小（定期昇

給、ベースアップ、賞与等）, 17

10.新たな人材採用や社

員の雇用延長（有期契約

労働者等）の見送り, 12

11.純資産（利益剰余金等）

の取り崩し, 11

12.その他, 

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 

製造業 株式投資や社債の購入よる、資金増加。 

製造業 借入期間の見直し。 

建設業 工事代金 支払い条件の改善交渉。 

飲食業・サービス業 金利の固定化。 
飲食業・サービス業 現在、借入は考えていない。 
飲食業・サービス業 金利固定化の検討。 

 
 

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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④ 今後、借入金利が上昇した場合に想定される対応について（n=770、複数回答可） 
 

１.特に対策は

行っていない, 

175

２.借入金

の繰上げ

返済, 85

３.新規借入の

縮小・取りやめ, 

155

４.借入を行う銀行の変更（金利の低

い銀行を選択）, 93

５.製品・

サービス

価格へ

の転嫁, 

81

６.新製品開発や販路開拓な

どによる収益向上, 41

７.予定していた設備投資計

画の縮小・延期・中止, 80

８.新製品・新サービスの研究

開発の縮小・延期・中止, 16

９.賃上げの見送

り・縮小（定期昇

給、ベースアッ

プ、賞与等）, 

102

10.新たな人材採用や社員の雇用延

長（有期契約労働者等）の見送り, 50

11.純資産（利益剰余金

等）の取り崩し, 46

12.その他, 

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
 

「その他」の回答の内容 

製造業 あまり影響はないです。 

製造業 借入金はなし。 

製造業 原価低減活動の実施。 

製造業 借入予定なし。 

製造業 資金管理は本社統括のため不明。 

建設業 借り入れは行わず会社の資金のみで運営している。 

建設業 工事代金 支払い条件の改善交渉。 

飲食業・サービス業 廃業など。 
飲食業・サービス業 経営改善サポート保証制度を活用し、取引銀行と認定経営革新支援機関と

経営改善再生計画中です。 
飲食業・サービス業 必要に応じて金利を補填してもらえるような市の補助を活用する。 
飲食業・サービス業 金利固定化の検討。 

 

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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⑤ 日本銀行がマイナス金利政策を解除した２０２４年３月以降における、金融機関の貸出

姿勢について（n=770） 
 

１.積極的になった, 

46

２.変わらない, 

484

３.消極的になった, 54

４.日頃金融機関

と接点がないため

不明, 138

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 
 

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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ＩＩ．経営力向上に向けたアドバイス 
 

（１） 政策金利の引上げについての分析 

 

①  政策金利の引上げが貴社の業績に与える影響について、 

 

もっとも多かったのが「分からない」で 35％であった。次に多かったのが「デメリットの方

が大きい」という回答で、３割を占めた。その次は「メリットもデメリットもない」で 25%程度

であった。全業種で、メリットを感じる事業者は微少であり、デメリットを感じる事業者のほう

がかなり多いという結果であった。 

業種別にみてみると、製造業では「デメリットのほうが大きい」の割合が大きく、最も多かっ

た。飲食業・サービス業では、「分からない」を除くと「メリットも」デメリットもない」が多かっ

た。製造業のほうが設備投資の規模が大きめで、借入額も大きいことが影響していると考え

られる。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=212) (n=139) (n=98) (n=321)

１.メリットの方が大きい 6 1 3 6

２.デメリットの方が大きい 67 34 27 76

３.メリットとデメリットは同程度 24 12 12 32

４.メリットもデメリットもない 50 30 22 79

５.分からない 56 57 29 110

６.その他 2 0 1 1
 

 
 

②  メリットまたはデメリットがあると回答した場合の、具体的な影響について（複数回答

可） 

 

 メリットについては、もっとも多かった回答が「自社の預貯金の金利上昇」で４割に達し、次

に挙がったのが「行き過ぎた円高に一定の歯止めがかかり、輸入コストが減少」で３割程度

であった。 

デメリットについては、もっとも多かった回答が「社債や株式等の資金調達環境の変化」

で半数を占め、次に多かったのが「自社の借入金の金利上昇」で３割程度であった。 

業種別にみてみると、メリットでは小売業では円高への歯止めによる輸入コストの減少を

歓迎する声が多く、サービス業では預貯金の金利上昇を挙げる声が大きかった。デメリット

では、サービス業で個人の消費マインドの悪化を懸念する声が多かった。 

 

＜メリット＞ 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=97） (n=47) (n=42) (n=114)

１.自社の預貯金の金利上昇 18 10 5 24

２.自社の投資利回り上昇 7 4 1 12

３.行き過ぎた円安に一定の歯止めがかかり、輸入コストが減少 18 6 10 9

４.個人の消費マインド改善 1 1 4 13  
 

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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＜デメリット＞ 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=97） (n=47) (n=42) (n=114)

５.自社の借入金の金利上昇 70 38 32 69

６.社債や株式等の資金調達環境の悪化 96 47 42 117

７.急激な円高やそれに伴う輸出額減少 9 4 5 9

８.取引先の投資マインド悪化 13 6 3 15

９.個人の消費マインド悪化 12 8 14 42

10.その他 3 1 0 4  
 

 

③  現在までの借入金利の上昇に伴って行っている対応について（複数回答可） 

最も多かったのが「特に対策を行っていない」が４割を占めた。次に多かったのが「新規

借入の縮小・取り止め」で１３％、その次が「借入金の繰り上げ返済」と「借入を行う銀行の

変更」で７％ずつであった。 

業種別では、建設業では「借入金の繰上げ返済」や「製品・サービス価格への転嫁」が多

めで、他業種とよりもやや業況が良いことが覗える。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=56） (n=57) (n=29) (n=110)

１.特に対策は行っていない 41 13 20 49

２.借入金の繰上げ返済 5 6 3 7

３.新規借入の縮小・取りやめ 15 6 6 14

４.借入を行う銀行の変更（金利の低い銀行を選択） 7 5 3 6

５.製品・サービス価格への転嫁 4 6 0 6

６.新製品開発や販路開拓などによる収益向上 6 2 1 4

７.予定していた設備投資計画の縮小・延期・中止 7 3 1 4

８.新製品・新サービスの研究開発の縮小・延期・中止 1 1 0 3

９.賃上げの見送り・縮小（定期昇給、ベースアップ、賞与等） 5 4 3 5

10.新たな人材採用や社員の雇用延長（有期契約労働者等）の見送り 1 5 2 4

11.純資産（利益剰余金等）の取り崩し 5 2 0 4

12.その他 3 1 0 6  
 

  

政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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④ 今後、借入金利が上昇した場合に想定される対応について（複数回答可） 

 

「特に対策は行っていない」と回答した事業者が最も多く２割弱を占めた。２番目は「新

規借入の縮小・取り止め」で１５％程度、その次は「賃上げの見送り・縮小」で１割程度であっ

た。全般的は、借入による新規投資を見送る以外は、様子を見るという反応が多いようで

ある。 

 業種別にみてみると、製造業では、「賃上げの見送り・縮小」が他業種より多めであった。

建設業は「特に対策を行っていない」が多めである。飲食業・サービス業では「借入を行う

銀行の変更」や「純資産の取り崩し」もやや多かった。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=212) (n=139) (n=98) (n=321)

１.特に対策は行っていない 38 41 28 68

２.借入金の繰上げ返済 25 12 14 34

３.新規借入の縮小・取りやめ 39 29 21 66

４.借入を行う銀行の変更（金利の低い銀行を選択） 24 17 11 41

５.製品・サービス価格への転嫁 27 9 11 34

６.新製品開発や販路開拓などによる収益向上 19 3 5 14

７.予定していた設備投資計画の縮小・延期・中止 30 14 10 26

８.新製品・新サービスの研究開発の縮小・延期・中止 5 2 2 7

９.賃上げの見送り・縮小（定期昇給、ベースアップ、賞与等） 37 21 11 33

10.新たな人材採用や社員の雇用延長（有期契約労働者等）の見送り 14 11 8 17

11.純資産（利益剰余金等）の取り崩し 12 6 6 22

12.その他 7 2 1 7  

 

 

⑤ 日本銀行がマイナス金利政策を解除した２０２４年３月以降における、金融機関の貸出

姿勢について 

 

「変わらない」という回答が大半を占め７割程度に達した。２番目に多かったのが「日頃

金融機関との接点がないため不明」で２割、その次が「消極的になった」で８％程度出会っ

た。「積極的になった」と「消極的になった」の差はそれほど大きくはない。 

業種別にみてみると、製造業と建設業では、「積極的になった」が消極的を上回り、小売

業・卸売業と飲食業・サービス業では「消極的になった」が積極的を上回っている。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=212) (n=139) (n=98) (n=321)

１.積極的になった 18 11 4 13

２.変わらない 143 87 65 189

３.消極的になった 14 9 6 25

４.日頃金融機関と接点がないため不明 28 25 18 67  

  

 政策金利の引上げの影響について 

 

査 
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（２） 全国の状況との比較 

 

日本商工会議所と東京商工会議所が２０２５年３月に行った「政策金利引上げの影響」に

よると、「デメリットが大きい」という回答が４割強を占め、「メリットが大きい」は３％に留ま

った。 

当市と比較すると、当市でも「デメリットが大きい」は回答者の３割であったが、「わからな

い」という回答が多かったため、傾向としては全国と同様であると考えられる。 

メリットやデメリットの内容も、全国と当市では同様な傾向であった。 

貸出金利上昇に対する対策についても、全国は当市と同様な傾向であったが、金融機関

の貸し出し姿勢の変化については、全国では「積極的になった」が「消極的になった」の２倍

弱あったが、当市では「消極的になった」のほうが「積極的になった」より多く、違いが見られ

た。 
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出展：日本商工会議所 「商工会議所ＬＯＢＯ」結果、２０２５年３月 
https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2025/03/LOBO202503.pdf   
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（３） 政策金利上昇対策のための支援施策 

 

① 金利上昇局面における国の支援策について 

 

 ２０２４年７月に日銀が追加利上げを決定し、多くの金融機関は融資の金利の基礎となる短

期プライムレートを見直した。日本銀行の国内銀行に対する貸出金利は、２０２４年５月～２０２５

年５月の１年間で、地方銀行向けは５５％、第二地方銀行向けは５２％、信用金庫向けは１７％上

昇している。中小企業を含めた企業は、金利が上昇し、支払利息を実感する「金利のある世界」

に備えて、企業は支払利息の増加を抑えるなどの対策が求められる。 

 

 
 

出所： 日本銀行 統計 貸出約定平均金利 
https://www.boj.or.jp/statistics/dl/loan/yaku/index.htm  

 

 

借入金依存度は、全産業（中小企業）では３８％であり、特に宿泊業・飲食サービス業では

７２％及ぶため、金利上昇の影響を受ける可能性が高い。 

例えば金利が０．５%上昇した場合、年間の金利負担（全国平均）が１３５万円増加すると

試算されており、赤字に転落する企業も増加することが懸念されている。 

 

 政策金利の引上げの影響について 
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出所： 中小企業庁 資料 （２０２５年４月） 
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/014/002.pdf  

 

国では、特に金利上昇に向けた特別対策は打ち出していませんが、中小企業向けの支援策と

して、引き続き、資金繰り支援、借入条件の緩和、そして経営改善支援の３つの分野で、支援を

行っている。具体的には、保証制度による支援（経営改善サポート保証、協調支援型特別補

償）、資本性劣後ローンの各樹運、政府系金融機関によるセーフティーネット貸付、などが挙げ

られる。 
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令和６年度の採用状況に関連して調査しました。 

 

Ｉ．単純集計  
 

① 令和６年度の採用（令和６年４月～令和７年３月に入社）について（n=770、複数回答

可） 
 
 

１.正社員

を新卒採

用した, 

79

２.正社員

を中途採

用した, 

63

３.非正規社員を採用した, 

50

４.募集したが正社員・非

正規社員ともに全く採

用できなかった, 143

５.そもそも募集

しなかった, 

335

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 
 

② ①で選択肢１～３と回答した場合、令和６年度の採用における充足状況について

（n=575、複数回答可） 
 

１.新卒採用の正社員を予定

人数確保できた, 50

２.中途採用の正社員を

予定人数確保できた, 

119

３.非正規社員を予定人数

確保できた, 58

４.新卒採用の正社員を予定

人数確保できなかった, 48

５.中途採用の

正社員を予定

人数確保でき

なかった, 117

６.非正規社員を

予定人数確保で

きなかった, 45

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ＩＩ．経営力向上に向けたアドバイス 
 

（１） 令和６年度の採用状況についての分析 

 

① 令和６年度の採用（令和６年４月～令和７年３月に入社）について（複数回答可） 

 

もっとも多かった回答は「そもそも募集しなかった」で半数であった。２番目に多かったの

は、「募集したが、正社員・非正規社員ともの全く採用できなかった」で２割、その次は「正社員

と新卒採用した」で１２％であった。採用を何らかの形で行った事業者は約３割弱であった。 

業種別にみてみると、「募集したが、正社員・非正規社員ともの全く採用できなかった」とい

う事業者は建設業に多かった。小売業/卸売業では「非正規社員を採用した」という回答の割

合が他業種より多めであった。 

 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=212) (n=139) (n=98) (n=321)

１.正社員を新卒採用した 36 15 11 33

２.正社員を中途採用した 70 29 17 87

３.非正規社員を採用した 39 6 14 59

４.募集したが正社員・非正規社員ともに全く採用できなかった 16 33 9 26

５.そもそも募集しなかった 79 63 50 143
 

 

なお、当会議所では 202４年６月にも同様な調査を実施しており、現在と１年前の状況を

比較すると以下のようである。 
 

 
 

  前回調査と比較すると、正社員・非正規社員の中途採用が大幅に減少し、募集したが全く採

用できなかった事業者が増加しており、人材確保が昨年度より困難になってきていることが覗

える。 

 

  

 令和６年度の採用状況について 
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② 「採用できた」と回答した場合の、令和６年度の採用における充足状況ついて 

 

最も多かった回答は「中途採用の正社員を予定人数確保できた」であり、３割程度であっ

た。２番目に多かったのが「中途採用の正社員を予定人数確保できなかった」で３割弱で、そ

の次が「非正規社員を予定人数確保できた」で１２％であった。 

 業種別にみてみると、建設業と飲食業・サービス業では「中途採用の正社員を予定人数確

保できなかった」という回答が他業種より多かった。製造業と小売業・卸売業では「中途採

用の正社員を予定人数確保できた」という回答が多めであった。採用の中心は中途採用に

移っており、建設業や飲食業・サービス業では必要な人手に対して充足できていない傾向が

高いことが分かる。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=149) (n=119) (n=83) (n=224)

１.新卒採用の正社員を予定人数確保できた 21 7 7 15

２.中途採用の正社員を予定人数確保できた 50 9 11 49

３.非正規社員を予定人数確保できた 21 1 9 27

４.新卒採用の正社員を予定人数確保できなかった 12 12 4 20

５.中途採用の正社員を予定人数確保できなかった 34 23 5 55

６.非正規社員を予定人数確保できなかった 8 4 3 30
 

 

なお、当会議所では 202４年６月にも同様な調査を実施しており、現在と１年前の状況を

比較すると以下のようである。 
 

 
 

 前回調査と比較すると、各割合に大きな変化は見られない。 

  

令和６年度の採用状況について 
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（２） 全国の状況との比較 

 

 日本商工会議所が２０２５年６月に実施した調査によると、２０２４年度の採用活動の動向とし

ては、「募集し採用できた」が半数を占めた。「募集しなかった」も３８％に上った。募集し採用で

きなかったのは、建設業が多かったという結果である。 

当市と比較すると、当市では何らかの形で「募集し、採用できた」事業者の割合が３割弱で、

全国の５割よりかなり少なかった。「募集しなかった」または「募集したが全く採用できなかっ

た」割合が全国よりも多い結果となった。業種別では、当市でも採用できなかったという回答

の割合は、建設業と飲食業・サービス業でいずれも４割程度に達し、全国と同様な傾向となって

いる。 

 

 
 

出展：日本商工会議所 「商工会議所ＬＯＢＯ」結果、２０２５年６月 

https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2025/06/LOBO202506-1.pdf  
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（３） 採用に役立つ支援策について 

 

① 国（厚生労働省）が実施する支援策について 

中小企業が人材採用に活用できる支援制度や補助金には、以下のようなものがある。 

 

支援策 内容 

業務改善助

成金 

生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や人

材育成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各コー

スに定める金額）以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費

用の一部を助成するもの。 

・助成額（上限） ３０万円～６００万円 

・助成率 :３／４ （従業員数と時給引上額により異なる） 

詳しくはこちら 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html 

 

トライアル 

雇用助成金 

（一般トライ

アルコース） 

職業経験の不足などから就職が困難な求職者等を、無期雇用契約へ移行

することを前提に、一定期間試行雇用（トライアル雇用）を行う事業主に

対して助成することにより、求職者の早期就職の実現や雇用機会の創出

を図ることを目的としています。 

・支給額 

支給対象者１人につき月額４万円（最長３か月）が支給されます。 

（対象労働者が母子家庭の母等もしくは父子家庭の父の場合は、いずれ

も１人あたり月額最大５万円となります。） 

・雇い入れの条件 

- ハローワーク等の紹介により雇い入れること 

- 原則３か月のトライアル雇用をすること 

- 以下の条件に当てはまる労働者 ①紹介日の前日から過去２年以

内に、２回以上離職や転職を繰り返している②紹介日の前日時点

で、離職している期間が１年を超えている ③妊娠、出産・育児を

理由に離職し、紹介日の前日時点で、安定した職業に就いていな

い期間が１年を超えている、等 

詳しくはこちら 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/newpage_16286.html 
 

キャリアア

ップ助成金

（正社員化

コース） 

有期雇用労働者等を正規雇用労働者に転換又は直接雇用することに対

して、中小企業の場合、１人あたり２０～８０万円（条件により異なる、事業

所あたりの各種加算もあり）が支給される。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html 

ユースエー

ル認定制度 

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小

企業を厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定する制度で

す。 

認定を取得すると、ハローワーク等で重点的ＰＲの実施、日本政策金融公

庫による低利融資、公共調達における加点評価などといったメリットが

あります。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000100266.html 
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② 神奈川県が実施する支援策について 

中小企業が人材採用に活用できる支援制度や補助金には、以下のようなものがある。 

 

支援策 内容 

多様な人材が

活躍できる職

場環境整備支

援奨励金 

仕事と育児及び介護の両立や外国人労働者の定着等に取り組む県内

中小企業者等を支援する。仕事と育児の両立コース、男性の育児休業

取得推進コース、仕事と不妊治療等の両立コース、仕事と介護の両立

コース、外国人労働者の職場環境整備コースなどがある。 

・奨励金金額  

 ２０万円 

・募集期間 令和７年１２月１日まで 

詳しくはこちら 
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/z4r/tayounazinzai_syoureikin/2025.html  
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相模原商工会議所がセミナーや事業を開催する場合、活用したい事業について 

（n=770、３つまで回答） 
 

１.経営講演会・セ

ミナー, 231

２.経営革新に

関する相談・指

導, 81

３.融資の相談、

情報の提供, 

135

４.販路開拓や自社PRの

ための交流会, 96

５.事業所個別診

断・指導, 32

６.共済の相談、情

報の提供, 29

７.ＩＴ化の相談・指

導, 40

８.会員親睦事

業, 65

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 
 

以上 

 参考調査 


